
１　重要な会計方針

⑴　固定資産の減価償却の方法

平成19年3月31日以前に取得したもの

固定資産の減価償却方法は旧定率法で行っている。

平成19年4月1日以降に取得したもの

固定資産の減価償却方法は定率法で行っている。

⑵　引当金の計上基準

退職給付引当金

期末自己都合退職給付支給額に相当する金額を引当計上している。

⑶　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

基本金引当預金 3,000,000 0 0 3,000,000

3,000,000 0 0 3,000,000

特定資産

運営資金積立預金 18,413,997 7,768,629 2,000,000 24,182,626

退職給付引当預金 18,540,936 3,164,780 0 21,705,716

市民文化振興育成推進積立預金 19,793,823 2,055,425 94,800 21,754,448

56,748,756 12,988,834 2,094,800 67,642,790

59,748,756 12,988,834 2,094,800 70,642,790

⑶　財務諸表に対する注記

科　目

小　計

小　計

合　計
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３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味
財産からの充
当額)

(うち一般正味
財産からの充
当額)

(うち負債に対
応する額)

基本財産

基本金引当預金 3,000,000 3,000,000 0 0

3,000,000 3,000,000 0 0

特定資産

運営資金積立預金 24,182,626 0 24,182,626 0

退職給付引当預金 21,705,716 0 0 21,705,716

市民文化振興育成推進積立預金 21,754,448 0 21,754,448 0

67,642,790 0 45,937,074 21,705,716

70,642,790 3,000,000 45,937,074 21,705,716

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額
減価償却
累計額

当期末残高

什器備品 3,317,850 2,557,604 760,246

電話加入権 242,034 0 242,034

3,559,884 2,557,604 1,002,280

５　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の
当期末残高

未収金 3,231,329 0 3,231,329

3,231,329 0 3,231,329

小　計

小　計

科　目

科　目

合　計

合　計

科　目

合　計
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